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英米圏のプラットフォーム研究の趨勢と
ガラパゴス化する日本の議論

─2000年代「アーキテクチャ」論の再考─

松村　菜摘子ⅰ

　大規模な利用者を抱えた巨大なインターネットサービスである「プラットフォーム」は，今や情報，サ
ービス，商品にアクセスする土台となりつつある。その一方で，市場の独占やプライバシー侵害など，プ
ラットフォーム企業への批判も高まっており，「プラットフォーム」がもたらす変化や影響を的確に捉える
ことは，現代のメディア研究において不可欠な主題の一つである。本稿では，2000年代から2010年代にか
け，英米圏のプラットフォーム研究で提示された論点を検証した。英米圏のプラットフォーム研究は，初
期の議論への批判的考察を踏まえ，「プラットフォーム」の権力性に着目し，学際的な研究視点から現状の
課題へアプローチしている。その上で，日本でインターネットを巡る議論として2000年代に登場したアー
キテクチャ論に注目した。アーキテクチャ論はプラットフォーム研究にも通じる重要な論点を提示したが，
2010年代以降，十分に議論が継続されず，具体的な研究の積み上げが不足していることを明らかにした。日
本の環境に対応したプラットフォーム研究を深めていくために，日本の研究や情報環境の特異性を考慮し
た研究の必要性を提起した。
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はじめに

　インターネットは，1990年代半ばから一般への普

及が進み，この30年で人々の生活に深く浸透した。こ

のメディア環境の変化は，人々とメディアとの付き

合い方を大きく変えた。特に2000年代以降に登場し

た大規模なユーザーを抱える巨大なインターネット

サービスは，「プラットフォーム」と呼ばれ，人々が

情報やサービス，商品にアクセスする環境を与え，今

や欠かせない基盤のように人々の生活に入り込んで

いる。2023年 9 月，米連邦取引委員会（FTC）は反

トラスト法（独占禁止法）に違反するとして Amazon

を提訴し，同月，日本の公正取引委員会が，ニュー

スサイトを運営するヤフーは報道機関との関係にお

いて，独占禁止法上の「優越的地位にある可能性が

ある」と指摘するなど，大手プラットフォーム企業

への批判も高まっている。では，こうした「プラッ

トフォーム」とはどのような特性を持つのか。スル

ネック（Srnicek）によれば，プラットフォームは，

2 つ以上の集団間の対話を可能にするデジタル・イ

ンフラとして機能しており，プラットフォームサー

ビスを提供する企業は，さまざまなユーザー（消費

者から始まり，広告主，サービス提供事業者，生産

者，供給業者，具体的な物など）を結びつける仲介

者として自らを位置づけている（Srnicek, 2016: 
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29-30）。ギレスピー（Gillespie）は，プラットフォ

ームを以下の特性を持つオンラインサイトやサービ

スだと定義する。①ユーザー向けにユーザーが共有

したコンテンツや社会的交流を提供し，整理し，流

通させる。②コンテンツの大部分を制作したり，委

託したりしない。③顧客サービス，広告，利益のた

めのデータ処理のために，情報流通のインフラを構

築している（Gillespie, 2018）。Amazon のサービス

は，商品を販売する生産者や供給業者と商品を買い

たいユーザーを結びつけるデジタル・インフラであ

り，Google の検索エンジンは，情報を求めて検索ワ

ードを入力するユーザーと，インターネット上にサ

イトを構築し様々な情報やサービスを発信している

サイト構築者を結びつけ，Airbnb は，宿泊場所を貸

したいユーザー側と借りたいユーザー側を結びつけ

るデジタル・インフラであるといえよう。また，上

記のプラットフォーム企業は，ギレスピーが指摘す

るように，コンテンツを制作・委託せず，コンテン

ツを共有しユーザー同士が交流する場を提供し，そ

こから得られるデータにより利益を生み出している。

　近年，英米圏では，この新興かつ巨大な影響力を

持つ「プラットフォーム」に関する研究が盛り上が

りを見せている。特に2010年代以降，プラットフォ

ームの研究は重要な研究潮流の一つとなっており，

メ デ ィ ア の 学 術 誌 New Media and Society, 

Information, Communication and Society, Media, 

Culture and Society, Theory, Culture and Societyら

において，プラットフォームに関連した論文が多く

掲載されている1）。また，メディア研究や社会学に

留まらず，多分野で様々なアプローチで研究が行わ

れていることも特徴の一つである。理論研究，政治

経済学，アルゴリズムなどの技術論，法的規制の問

題など，多分野にわたる研究が知見として共有，批

判されることで，新たな研究を生み出し，プラット

フォームが抱える現状をより立体的に捉えることを

可能にしている2）。加えて，MIT などの情報学や工

学研究の大きな研究機関が，社会学や文化の分野に

対しても研究資本を投入し，研究知見を発信，共有

してきたことや，プラットフォーム事業を行う IT 企

業やそれらの企業の研究所による研究が，プラット

フォーム研究の学際性や多様性の強化に貢献してき

たといえよう。例えば，プラットフォームの権力性

を指摘したギレスピーが研究員を務める Microsoft 

Research では，プログラミングや経営などの分野だ

けでなく，社会科学分野の研究者によりプラットフ

ォーム研究が行われている。こうしたメディア企業

と学術界の連携は，プラットフォーム企業に限定し

た傾向ではなく，かつては携帯会社大手の Nokia が，

携帯のデザインやサービス向上に，社会学や文化人

類学の研究者の知見を活かそうとしてきたように，

メディア産業と学術研究との伝統的な産学連携の系

譜と見ることもできよう（Brown, 2012）。このよう

に，英米圏を中心としてプラットフォームを研究課

題とした多くの論文や書籍が出版され，活発に議論

が行われる状況と比べると，日本における研究は非

常に限定的と言わざるを得ない。日本でもプラット

フォームのサービスは生活に深く浸透し，同時に大

きな問題を抱えているにも関わらず，現状の課題

や特徴を十分に整理できておらず，日本の状況に

対して踏み込んだ分析がなされているとは言い難

い。

　だが，日本においてインターネットを巡る研究が

最初から不十分であったと結論するのは早計であろ

う。日本のインターネット利用者数は1990年代後半

から増加し続け，2001年にはインターネットの利用

者が5000万人を超え3），2000年代は日本独自のイン

ターネットサービスが続々と登場した。2000年代は，

こうした大衆化と新たなサービスや技術の登場に伴

って起こる変化や社会的課題に対し，多くの批評が

なされた時期でもある。その中で，主要な議論の一

つとして出てきたのが「アーキテクチャ」論である。

日本のアーキテクチャ論は，インターネットの登場

により，生活や人々の意識にもたらされる変化や複

雑化の過程を，インターネットの「設計（アーキテ

クチャ）」の視点から議論した。これらの議論で最も

評価できる点は，当時の日本の情報環境を「洞察」
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し，「論点の洗い出し」を行った点であろう。また，

ここでの論点には，現代の英米圏のプラットフォー

ム研究で取り上げられる論点と共通する点も多く，

非常に興味深い。

　本稿では，まず，2000年代から現在にかけて，英

米圏においてプラットフォーム研究がどのように展

開されてきたかの整理を試み，どのような論点が提

起され，批判が行われているのかを明らかにする。次

に，2000年代のアーキテクチャ論が議論した論点を

整理するとともに，アーキテクチャ論が残した課題

を明らかにする。その上で，2010年代以降の日本に

おけるプラットフォーム研究が十分な議論を行えて

いない背景について考察を行いたい。

1 ．2000年代のプラットフォーム研究

　本章では，2000年代に「プラットフォーム」に対

して英米圏で行われた論点を整理する。はじめに，イ

ンターネットが大衆化することで人々の生活や市場

に与えた変化についての議論，次に，新たな情報環

境に対する評価についての議論を扱う。

1 - 1 ．インターネット普及による分極化への懸念
（1）．デジタル上の市民権の隠れた教育
　2000年代のプラットフォーム研究では，インター

ネットが生活の中に入り込むなかで，デジタル上に

おける市民権という新たな概念やコーディングとい

う新たな技術がもたらす変化について論じている。

ロングフォード（Longford）は，2000年代前半当時

に人気のあった Internet Explorer や Netscape など

の Web ブラウザが，Cookie などの設計をとおして，

オンラインの匿名性を保持することを難しくし，プ

ライバシーを犠牲にするようユーザーを巧妙に誘導

していると批判する。情報の提供を拒否することは

「選択」できるが，サイトへのアクセスを制限される

など利用を困難にする。「自動入力」などの便利な機

能により，「情報とプライバシーの放棄を日常化し，

正常化」していく（Longford, 2005: 77-78）。ルーク

（Luke）は，プライバシー設定や Cookie 設定，自動

入力などのブラウザ機能は，E コマースの世界にお

ける「市民権の隠れた教育法（hidden pedagogies of 

citizenship）」となっており，「監視の永続的教育法

（perpetual pedagogy of surveillance）」が設計の中

に埋め込まれ，「アクセス技術の使用方法を学ぶプロ

セスの隠された，それゆえ尋問されることのない部

分」であることを問題点として指摘する（Luke, 2002）。

（2）．フィルタリングの危険性
　インターネット上で提供される情報が，個人に合

わせカスタマイズ化，フィルタリング化されること

への懸念は，2000年代初頭から議論され始め，2010

年代以降も継続的に議論の対象となっている論点で

ある。この問題をはじめに議論したのは，アメリカ

法学であろう。法学者のレッシグ（Lessig）は，表

現規制のシステムとして，ユーザーの資格に応じて

区分を行うゾーニングと，言論の特性に応じて区分

を行うフィルタリングを挙げた。インターネットに

おけるゾーニングの表現規制は，ユーザーがサイト

へのアクセスを拒絶される経験から規制の存在を認

識できるのに対し，フィルタリングは，事前にブロ

ックされ，そのサイトは存在しないかのように見え

るため，規制の存在を認識できない。フィルタリン

グによる表現規制は，ユーザー側が存在を認識し理

由を問うことができないという意味で，際限なく精

緻 化 さ れ， 肥 大 化 す る 恐 れ が あ る と 指 摘 し た

（Lessig, 2000=2001）。同じく法学者のサンスティー

ン（Sunstein）によれば，インターネットで得られ

る情報の選択肢は飛躍的に拡大し，人々は多すぎる

選択肢の中から，自分の嗜好に合わせたコミュニテ

ィを積極的に選ぶ傾向が見られる。より多くの多様

な人々とコミュニケーションが可能なインターネッ

ト空間において，むしろ集団分極化が進むことを危

惧した（Sunstein, 2001=2003）。

　これらの議論を踏まえ，具体的なサービスやサイ

トについての考察が進められた。ルークは，個々人

の目的や設定に応じて構築されるポータルサイトは，

「差異から隔離され，知的に孤立する，要塞化された

飛び地」が生み出されるとし，これが消費者の権利
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や個人的な充足感のみに結びつく限り，「社会的差異

を交渉する余地」はほとんど残されておらず，不寛

容へ加速すると懸念を示した（Luke, 2002: 76-77）。

こうしたポータルサイトは，中立的な情報経路を装

いながら，デザイン，構造，コンテンツ，ポータル

のカスタマイズが，多くの場合，Web サイトの「粘

着性」を最大化し，Web 広告に「注目」を集めるな

ど，商業的目的によって決定されていたと指摘され

ている（Patelis, 1999）。

　このように，サンスティーンらの指摘を踏まえて，

2000年代初頭からフィルタリングによる分極化や商

業的利用に対する懸念は示されていた。さらにパリ

サー（Pariser）は，プラットフォーム企業は，ユー

ザーの個人情報を分析し好きそうなものを提示する

「予測エンジン」を開発し，いくかの予測エンジンが

連携し「私たち一人ひとりに固有の情報の世界」が

作りだされているとし，これをフィルターバブルと

呼んだ。アルゴリズムによって，個々のユーザーが

期待するニュースや大切にする政治的な視点に合わ

せて個人化された情報環境が作りだされる。パリサ

ーは，人々の創造性や革新性を阻害し，情報に対し

て受動的にさせ，この特殊な情報環境の中にいるこ

とを人々が認識しづらいことをフィルターバブルの

特性として挙げる（Pariser, 2011）。アルゴリズムが

生み出すフィルタリングは，ユーザーの嗜好を先取

りして選択肢を狭め，政治を含むさまざまな社会的

差異と関わらないようになる視野狭窄の効果を生み

出しているといえる。

（3）．資産としての個人データ
　インターネットのサービスを通じて多くのユーザ

ーが参加して生み出されるデータや個人情報が「資

産」としての価値を持ち，それらを収集・分析する

こともまた価値を持つことは，2000年代から議論さ

れている。Google は1990年代後半から検索における

ユーザーデータを収集・分析していたが，これは主

にサービス向上を目的としていた。だが IT バブル

の崩壊後，新たな収益モデル構築の必要性に迫られ，

収集したユーザーデータを活用した自動化されたタ

ーゲティング広告システム「Google アドセンス」を

開発し，広告によって巨大な収益を挙げていく4）。オ

ライリー（O’Reilly）は，「Web 2.0」のなかで，ウェ

ブ市場での生き残りは，個人情報や位置情報といっ

たアプリケーションをとおして得られるコアデータ

を 所 有 で き る か に 掛 か っ て い る と 指 摘 し た

（O’Reilly, 2005）。「企業がアクセスできる活動が増え

れば増えるほど，より多くのデータを抽出でき，そ

れらのデータからより多くの価値を生み出すことが

できるため，より多くの活動にアクセスできるよう

になる」（Srnicek, 2016: 33-34）というプラットフォ

ームビジネスの独占を巡る競争は，2000年代半ばか

ら本格化してきたといえる。

1 - 2 ．新たな情報社会環境への懸念と期待
　ロングフォードは，私たちの日常生活が，デジタ

ルネットワークとコンピュータ化されたデータベー

スの回路にますます依存するようになり，そうした

コードによって規定された存在と行動の条件に服従

することで，「制御のサイバネティクス」は深く日常

に入り込んでいると述べ，インターネットの設計に

よって作り上げられた環境が人々を制御するとみな

し た（Longford, 2005: 70-71）。 ギ ャ ロ ウ ェ イ

（Galloway）は，フーコーの規律社会（disciplinary 

societies） と ド ゥ ル ー ズ の 管 理 社 会（control 

societies）を比較し，ドゥルーズの論じた管理社会

で提示された「分散ネットワーク（distributed 

network）」が今後の社会形成にとって重要な図式だ

と論じる。ギャロウェイは，この分散ネットワーク

は，それぞれが自己決定的に動き，中央のハブとな

るものは存在せず，通信を可能にするための同じ言

語であるプロトコルだけが重要となる点が特徴だと

主張する。「プロトコルはヒエラルキーを排除しよう

とする点でパノプティコンよりも『民主的』である

かもしれないが，依然として指揮と統制を中心に構

造化されているため，反プロトコル学的な力を生み

出している」（Galloway, 2004: 12）と述べ，自己決定

的で分散的なネットワーク構築により，規律訓練か

らは解放されるものの，プロトコルの新たな統制に

立命館産業社会論集（第59巻第 4 号）
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よる管理社会を生み出す可能性を示唆している。

　一方で，インターネットの技術が社会構造にもた

らす変化に対する期待も議論された。情報社会によ

る新たな統制に懸念を示していたギャロウェイは，

「新しいネットワーク技術により，これまで以上に消

極的な国民がグローバル資本の管理構造に適応する

よう強いられている一方で，疎外のない社会生活の

ユートピア的形態という目標に向けて，これらのプ

ロトコロジカルな流れを屈折させる，あるいは別の

方法で方向転換する一連の新たな社会慣行が出現し

ている」（Galloway, 2004: 16）とし，ハッカーコミュ

ニティの反商業性や開発者たちの競争が作りだすプ

ロトコルが，グローバル資本の管理構造に抵抗する

未来に期待した。ベンクラ─（Benkler）は，The 

Wealth of Networks（2006）の中で，これまでの産

業情報経済では，価値があり重要な情報を生産する

機会はそれを作るための物理的資本を持つかによっ

て大きく制限されていたが，「ネットワーク化された

情報経済」の出現によって，分散化された個人や分

散された非市場メカニズムを通じて実行される協力

的で調整的な行動が，これまでよりもはるかに大き

な役割を果たす可能性に期待を寄せた。加えて，ジ

ェンキンス（Jenkins）やボイド（Boyd）は，イン

ターネットの登場によって複数のメディアがコンバ

ージェンスすることで，産業の変化だけでなく文化

の変化も生み出し，消費者と制作者が参加者として

お互いに交流する「参加型文化」が形成されうると

主張した（Jenkins, 2006; Boyd, 2010）。このように，

技術的変化と業界全体の変容によって，経済的資本

や技術を持たない消費者が積極的に又は自律的に参

加し，文化生産を図ることができるようになると肯

定的に評価された側面もあった。

2 ．2010年代のプラットフォーム研究の展開

　2010年代以降，プラットフォーム企業は，グロー

バルな市場で強大な影響力を持つようになる。本章

では，こうした状況の変化に対して，プラットフォ

ーム研究がどのようにアプローチをしてきたのかを

見ていく。

2 - 1 ．プラットフォームの権力性の視点
（1）．�批判的考察と拡大するプラットフォームの資

本主義支配
　インターネット技術がもたらす変化への期待や楽

観論に対し，2000年代後半ごろから批判的な振り返

りが始まる。ファン・ダイク（Van Dijck）とニーボ

ルグ（Nieborg）は，2000年代に多く引用され期待

された Web 2.0のコンセプトは，技術的，経済的，と

りわけ社会文化的な変化を歴史化しようとする試み

というよりは，何よりもまず，ビジネス分野のオー

ディエンスに向けて語られた言説的な実践であった

とみなす（Van Dijck and Nieborg, 2009）。第 1 章第

2 節で論じたように，ベンクラ─（2006）は，「ネッ

トワーク化された情報経済」の出現がこれまでの情

報生産の支配構造が逆転することを期待した。ただ，

その後の政治経済学の研究を見ると，GAFAM など

の巨大プラットフォームの支配により期待とは逆の

傾向を示している。ニーボルグ と ポエル（Poell）

は，インターネットの後期では，少数の先行したプ

ラットフォームサービスによって市場独占が図られ

ており，個々の事業者の巻き返しが非常に難しくな

っていると指摘する（Nieborg and Poell, 2018: 

4378-4279）。このように，少数のプラットフォーム

企業が市場を独占し，その政治性をうまく隠しなが

ら，後発の新規参入を妨げていることが可視化され，

批判され始める。

　スルネック（2016）は，初期のプラットフォーム

研究の中で一部期待されたユーザーが主体となった

文化的生産は，確かに盛り上がりを見せるが，「プラ

ットフォーム資本主義」という広範な経済体制に包

摂されていると指摘し，プラットフォームにおける

文化的生産は，中央集権的で専有的な様式で成り立

っており，商業化と企業集中の 2 軸によって進めら

れているとみなす。例えば，2016年のデータでは，

Facebook，Google，Alibaba だけで世界のデジタル

広告の半分を占め，Facebook と Google だけで米国
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のオンライン広告収入の76％のシェアを，新規の広

告収入の85% を占める（Srnicek, 2016: 33-34）。広告

の面だけを見ても，少数の巨大プラットフォーム企

業によってどれほど統合され独占されているかがわ

かる。プラットフォームをとおして得られる個人情

報は大きな資産になり，一つの企業のサービスが複

合化・巨大化することで，膨大な数のユーザーとそ

のユーザーが生成するデータを企業が独占して制御

することができるようになる。このデータの独占と

優位的地位が，ますます少数の巨大プラットフォー

ム企業が市場の独占を強めることに貢献する。

（2）．プラットフォーム企業が隠蔽する権力性
　ギレスピー（2018）は，プラットフォームは社会

技術的な集合体であり，複雑な制度であるにもかか

わらず，「プラットフォーム」という用語が，サイト

とそれを提供する企業とを安易に同一視する使われ

方をされ，そのことにより関係者が軽視されている

と批判する。プラットフォーム企業の経営者や支持

者が YouTube などのプラットフォームに対する説

明にどのようなフレーズやキーワードを使ったのか

を示しながら，「プラットフォーム」と言うときに含

まれる多様な意味が，プラットフォームの権力性や

政 治 性 を 見 え に く く し て い る と 指 摘 し た

（Gillespie, 2010）。ギレスピーによれば，プラットフ

ォームは，主とする 4 つの概念が重なりあって使わ

れており，プラットフォーム企業側はそれを巧みに

利用し，その政治性や権力性を隠している。 4 つの

概念とは，具体的な機器を意味する「Computational

（計算的）」，プログラミングやアルゴリズムを意味す

る「Architectural（アーキテクチャ的）」，土台や基

礎という比喩としての意味の「Figurative（比喩的）」，

政治家や政党などが使う議論のプラットフォーム

「Political（政治的）」である（Gillespie, 2010: 3-5）。

例えば，YouTube は，計算的な意味合いでは，構築

性や革新性を，政治的な意味合いでは，発言し声を

届けられる場所として，比喩的な意味合いでは，現

実的なものであると同時に抽象的な約束として，ア

ーキテクチャ的な意味合いでは，開放的で平等主義

的な表現を促進するための設計としての意味を，ユ

ーザーに向けてアピールする。それは，当時インタ

ーネットの民主化の可能性や大衆の創造性を評価し

ていた議論ともうまく一致した（Benkler, 2006; 

Jenkins, 2006）。「プラットフォーム」概念の初期の

言及は，Web 2.0の言説と密接に関係しており，イン

ターネットビジネスにかかわるジャーナリストやイ

ンターネット企業によって，エンドユーザーをプラ

ットフォームに引き込むと同時に，彼らのビジネス

モデルや技術的インフラを難解にするために使われ

る 比 喩 や 想 像 上 の も の と し て 機 能 し て い た

（Gillespie, 2010）。このように，「プラットフォーム」

の言説は，特定の目的を持って，特定の言説の中で

特定のオーディエンスに特定の共鳴をもたらすよう

に注意深く構成されており，プラットフォーム企業

の権力性を隠すのに貢献している。このように，社

会設計を担う側となっているプラットフォーム企業

の正当性について批判的な視点が強まっている。

2 - 2 ．プラットフォーム研究の学際性
　2000年代から2010年代にかけて，複数の分野で継

続的に研究が行われたことで，「プラットフォーム」

が学際性をもつテーマになったこともプラットフォ

ーム研究の 1 つの特徴と言える。

（1）．�ソフトウェア研究によるプラットフォーム研
究

　ソフトウェア研究では，プラットフォームの社会

的・技術的特性が，ユーザーの活動やつながり，知

識にどのように影響を与えるのかを，情報学的観点

から分析している。ソフトウェア研究は，アルゴリ

ズム理論の知見を援用し，プラットフォームがもた

らすコミュニケーション上の影響を明らかにしよう

としてきた。バッチャー（Bucher）は，フェイスブ

ックにおける近況投稿をどのように表示するかを決

める EdgeRank アルゴリズムを分析し，以下のよう

に指摘する。このアルゴリズムでは，投稿にコメン

トを寄せるなどの他のユーザーからのアクションが

あるかどうかが，目立つ場所に表示されるまたは表

示されないことを決める重要な指標となっている。
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この「不可視化の脅威（threat of invisibility）」が，

ユーザーに「参加型主観性」を促している（Bucher, 

2012; 2018）。また，検索エンジンのバイアスを調べ

た研究も2000年代初頭から継続的に行われており，

すでに人気のあるサイト，英語のサイト，商業的な

情報提供者などが好まれるという構造的な傾向を指

摘 し て い る（Introna and Nissenbaum, 2000; 

Granka, 2010）。プラットフォーム企業は，アルゴリ

ズムの客観性を主張し，自動で行われる点で従来の

システムより優れていると主張する傾向があるが，

実際には，企業側によって検閲される情報があり，そ

れがユーザー側には公開されていない点も批判され

ている（Gillespie, 2014）。Google は，インデックス

の変更や検索結果の操作をしておらず，自社の検索

エンジンの客観性を主張するが，エンジニアや担当

責任者であっても，あまりに多くの変数を扱うため，

完全に理解できないほどシステムが複雑化している

ことが指摘されている（Morozov, 2011; Pariser, 2011）。

（2）．経営学のプラットフォーム研究
　Google や Facebook などの巨大プラットフォー

ム企業の登場に先立ち，経営学の分野ではプラット

フォームに関する研究が始まっている。それは，2000

年代初頭のゲーム機の研究である。任天堂の Wii や

ソニーの PlayStation のようなゲーム専用機は，一

方でプレーヤーなどのエンドユーザーを集約する，

他方でゲーム制作者のような販売者や協業者を集約

する。この 2 つのユーザーグループが依存すること

でプラットフォームであるゲーム機の価値を拡大し，

2 つの異なるグループを結びつける役割を果たすと

分析され，「ツーサイド・マーケット」と呼ばれた

（Rochet and Tirole, 2003; Eisenmann, Parker and 

Van Alstye, 2006）。これらの研究は，プラットフォ

ームが，新たな市場の形態を生み出し，大きくビジ

ネスの構造を変えたことを明らかにした。プラット

フ ォ ー ム を「 マ ッ チ メ イ カ ー」（Evans and 

Schmalensee, 2016）や「プラットフォーム媒介ネッ

トワーク」（McIntyre and Srinivasan, 2017）として

理解し，異なる「サイド」間のインターフェイスと

して捉え，取引的な視点から分析され，プラットフ

ォーム市場の根底にある経済的メカニズムや経営戦

略に関する洞察が加えられた。これらの研究は，プ

ラットフォーム企業がエンドユーザーや協業者との

制度的関係に大きな支配力を行使できることを明ら

かにし，プラットフォーム企業がますます支配的な

立場を強化する現状を説明している。

（3）．現代的課題への取り組み
　プラットフォーム企業が提供するサービスや技術

は急速に変化しており，それに応じて新たな課題や

問題が現れてきたというのが，ここ20年の状況とい

えよう。だからこそ，理論的アプローチや包括的な

課題を議論しつつも，現代的な問題に対して実証的

に研究していくアプローチも同時に必要となる。

　例えば，パクら（2022）は，グローバルなプラッ

トフォーム企業が韓国の映像産業の生態系を壊す存

在となりうると指摘する。Netflix の参入により，韓

国ドラマ作品の多様化は進み，韓国ドラマの世界進

出にも貢献した。またトップの脚本家や監督，俳優

は，これまでの旧態然とした韓国国内のテレビ局や

制作会社の関係から解放され，多くの機会と資金を

得ることにも成功した。だが一方で，国内のテレビ

局などの放送・映像産業にはほとんど資金が回って

いない実態を指摘し，長期的には韓国のドラマ・映

画産業の衰退を招く，または韓国の映像業界全体が

アメリカ資本の巨大プラットフォームの下請けにな

ってしまうのではないかと危惧を示す（Park et 

al., 2022）。2023年 7 月，韓国の俳優労働組合である

放送演技者労働組合が，Netflix に韓国俳優たちの待

遇改善を求めて抗議し，同年 8 月，アメリカの全米

俳優協会と脚本家協会がプラットフォーム企業や映

像制作における AI の活用に対して抗議声明を発表

し大規模なストライキを起こしている。プラットフ

ォーム企業やそのサービスとどう対峙していくかは

文化産業においても喫緊の課題である。

　ソフトウェア研究や経営学の研究がもたらす知見

は，文化的な課題を扱う研究においても欠かせない。

なぜなら，「プラットフォーム」を対象にするのであ
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れば，ソフトウェア研究のようにアルゴリズムや技

術的変化によってなにが可視化・不可視化されるか

を把握する必要があり，他方でプラットフォームが

どのような収益構造を持ち，市場構造を変化させた

のかも理解する必要がある。労働問題に限らず，プ

ラットフォームがニュースの生産構造やニュース選

択の客観性の基準に与える影響への考察は，ジャー

ナリズム研究におけるプラットフォーム研究を後押

ししている。プラットフォーム研究は，2000年代初

期の楽観論を批判的に考察し，市場独占や市場論理

に頼ることの危険性を指摘してきた。こうして，複

数の研究分野から「プラットフォーム」を分析する

ことによって，現状のプラットフォーム企業やサー

ビスが持つ課題を明らかにし，理解を深め，現代的

な問題にも対応した研究を蓄積し続けている。

2 - 3 ．プラットフォーム研究のメディア史的視点
　前節で述べてきた学際的なプラットフォーム研究

群に加え，メディアの移行期に着目したメディア史

研究についても述べておきたい。プラットフォーム

研究において注目される分野の一つであり，次章以

降で扱う，日本のアーキテクチャ論とも関わる。プ

ラットフォーム研究のメディア史的研究の中には，

日本のメディア産業やメディア史に注目した研究も

含まれる。一つは，ゲーム研究によるプラットフォ

ームの歴史的考察の蓄積である。特に，MIT のプラ

ットフォーム研究は，2000年代後半からゲーム機や

それらを巡るゲーム産業や文化についての研究を積

み重ねてきており，セガや任天堂など日本のゲーム

機も多く研究対象となってきた（Montfort and 

Bogo s t , 2009; Boye r, 2009; Mont f o r t and 

Consalvo, 2012）5）。これらの研究では，メディア考

古学的視点が取り入れられている。メディア考古学

は，メディア移行期に注目し，「技術の発展に基づく

単線的な歴史観や既存のメディア史の見取り図を揺

るがす可能性」（大久保，2023: 338-389）を持つ。MIT

のゲーム研究は，プラットフォーム研究，ゲーム研

究において，影響力のある重要な失敗に注目して論

じており，産業，メディア変化を単線的ではない目

線 で 明 ら か に し て き た（Apperley and 

Parikka, 2018）。もう一つは，プラットフォームとし

て の「i-mode」 研 究 で あ る。 ス タ イ ン バ ー グ

（Steinberg）は，英米圏の経営学によるプラットフ

ォーム研究の議論の流れを踏まえた上で，日本にお

ける最初のプラットフォームサービスの事例として

「i-mode」を分析し，その後のゲームや動画配信プラ

ットフォームを生む土台となったことを指摘した

（Steinberg, 2019）。彼自身が日本のメディアミック

スの文化研究を行ってきた蓄積から，日本のサブカ

ルチャーやメディア産業の構造的視点からも日本の

メディア環境の変化を理解しようとしている。ただ，

スタインバーグの分析は示唆に富むものの，日本の

アーキテクチャ論と紐づけては論じられていない。

アーキテクチャ論の中心的な論者であった東浩紀や

濱野智史の著作が参照されるが，サブカルチャーや

具体的なサービスの分析として引用されるにすぎず，

彼らのメディア変化を巡る議論についてはほとんど

言及されない。

2 - 4 ．日本におけるプラットフォーム研究の受容
　では，日本では英米圏のプラットフォーム研究は

どのように受容されてきたのか。ここ数年，日本で

も，英米圏のプラットフォーム研究を紹介する動き

が広がりつつある。例えば，プラットフォーム研究

で引用されることの多い論者の一人であるスルネッ

クの著作が翻訳され（Srnicek, 2016=2022），スルネ

ックの議論を下敷とした日本におけるプラットフォ

ーム研究（水嶋ほか編，2023）も発表されている。水

嶋ら（2023）は，スルネックの「プラットフォーム

資本主義」の概要とプラットフォームの分類を紹介

した上で，日本の事例を中心としてプラットフォー

ムの課題を分析した研究を掲載している。だが，グ

ローバルプラットフォームの構造的な権力性に対す

る考察や，グローバル市場と比較して，日本の独自

性に対する分析が十分とは言えない部分も見受けら

れる。例えば，Google の検索プラットフォームを扱

った分析では，Google 検索エンジンの影響力が2000

年代に比べれば相対的に弱くなり，サイト構築者側
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の参加可能性と希望が示唆される。だが，サイト構

築者側の努力は，Google の検索エンジンの向上に貢

献し，Google の支配的立場をますます強化すること

に繋がる。Google のような巨大プラットフォーム企

業は，複合的なサービス展開をしており，その複合

性や多角性がますます広告やサービスに活用できる

個人データの取得を可能にしている。プラットフォ

ーム企業が持つ影響力や権力を十分に考察に盛り込

まずに，希望や相対的弱さを強調することは全体の

構造を的確に把握することを妨げかねない。また，グ

ローバルに展開するプラットフォーム企業の分類を

土台として，日本のプラットフォームサービスを直

接的に論じることにも疑問が残る。アメリカ資本を

中心としたグローバルに展開されるプラットフォー

ムサービスと，日本のプラットフォームサービスは，

立ち上がった背景や特性に差異があることも考慮さ

れるべきであろう。英米圏のプラットフォーム研究

の議論を踏まえた研究としても，日本独自の文脈を

捉え直す研究としても拡がりが限定的である6）。

　日本においてプラットフォーム研究は非常に限定

的だと述べたが，法学は事情が異なる。アーキテク

チャ論が議論され始めた2000年代初期から，法学の

分野では，継続的に議論を続けてきており，英米圏

のプラットフォーム研究の議論も取り入れながら実

践的な方法を模索してきた（酒匂，2002; 大屋，2004）。

アメリカ法学の議論を端緒として，2000年代後半以

降にサイバー法学に関する研究が日本でも増えてい

く傾向にあり，東浩紀らのアーキテクチャ論の議論

も引用されてきた。インターネットの影響力が拡大

することで，表現規制やインターネット上の誹謗中

傷，著作権侵害など新たな課題が噴出した。既存の

法制度では対応しきれないこれらの課題に，実務の

面でどのように対応し，どのように新たな法整備や

法理念を組み直すのかは火急の課題であった。こう

した状況は，プラットフォームビジネスが主流とな

る2010年代以降も同様である7）。このように，法学

研究が現状の課題に対応すべく研究を積み上げてき

たのに比べると，社会学やメディア研究における「プ

ラットフォーム」研究は貧困であり，現状の課題や

日本独自の環境に対する分析が十分に展開されてい

るとは言えない。

3 ．2000年代の日本のアーキテクチャ論

　これまで指摘してきた英米圏のプラットフォーム

研究の論点や知見を活かすためには，第 2 章第 4 節

でも述べたように，プラットフォーム事業の展開や

法制度，培われた文化性といった日本独自の文脈を

考慮する必要がある。2000年代，メディアの変革・

移行期にどのようにメディアに対する理解や評価が

論じられたのかを検証することは，その後の日本の

情報環境やメディア産業の変化を理解するためにも

重要である。メディア産業，メディア技術の変化，生

活における変化といった観点から議論されていたア

ーキテクチャ論を，日本のプラットフォーム研究の

文脈に位置付けていく必要がある。メディアの変革

期であった2000年代の日本アーキテクチャ論を歴史

的に考察することは，英米圏のプラットフォーム研

究との結節点を探る点でも重要である。

3 - 1 ．サイバー法学からアーキテクチャ論へ
　では，「アーキテクチャ」とは何を指すのか。レッ

シグは，インターネットの発達と普及によって，人々

の使うサービスやシステムは，「コード」で設計可能

となり，「アーキテクチャ」による規制は，今後ます

ます身近なものとなり，人々の行動を制約する重要

な要素となると主張した。「規範」や「法律」などの

規制が有効に作用するには，その価値観やルールが

人々に「内面化」される必要がある一方，「アーキテ

クチャ」は，その設計によって技術的・物理的にそ

の行為ができないよう規制（コントロール）する点

で違いがある（Lessig, 2000＝2001）8）。「規範」や

「法律」によって十分には抑制されない飲酒運転に対

し，アルコールを検知すれば自動車にエンジンがか

からないようにし，自動車の設計の仕組みからその

行為を不可能にするといった「アーキテクチャ」に

よる規制である。ここには，ファーストフードの店

英米圏のプラットフォーム研究の趨勢とガラパゴス化する日本の議論（松村菜摘子）



24

が，回転率を高めるためにあえて硬い椅子を用意し，

客が自発的に短時間で席を立つように促す，密かな

規制も含まれる。このアメリカ法学の議論を受容し，

日本でも2000年代初頭からインターネットサービス

における「アーキテクチャ」を巡る議論が始まる。最

初に，「アーキテクチャ」を使い，情報社会化がもた

らす課題を論じたのは，東浩紀の「情報自由論」

（2002-2003）であろう。次に，GLOCOM（国際大学

グローバル・コミュニケーション・センター）の情

報社会研究のプロジェクト「ised」（2004-2005）が

ある。社会学や法律の専門家によって構成された「倫

理研」と，インターネット事業の経営・開発者，情

報社会論の専門家らが集まって構成された「設計研」，

2 つの研究グループに分かれ「情報社会の倫理と設

計」をテーマに討論が行われた。2000年代後半は，濱

野智史の『アーキテクチャの生態系』（2008），東の

『一般意志2.0』（2011），雑誌『思想地図』（2008-2010）

らを中心に，アーキテクチャ論が議論された。

3 - 2 ．アーキテクチャ論の変化への洞察
　2000年代の日本のアーキテクチャ論は，優れた洞

察と論点を提示したと述べてきた。ここでは，2000

年代のアーキテクチャ論の議論を検証し，どのよう

な論点が提示されたのかを明らかにしたい。

（1）．�インターネットにより失われる「存在の匿名
性」

　東は，「情報自由論」の中で，インターネットに一

度出回った情報を完全に無くすことは，インターネ

ットというメディアの特性上難しいと述べる。例え

ば，あるサイトにアクセスした際，通信の高速化や

利便性向上のため，キャッシュやミラーサイトが作

られ，誰かがアクセスするたびに情報がどこかに記

録・保存され続ける。「インターネットの本質は，す

べての情報が複製されることにある。ブラウザでウ

ェブページを見ることは，内容を受信し，手元のコ

ンピュータのなかで再構成し複製すること」（東，

2003b: 289-290）であり，この基本的性質から，一

度インターネット上に発信された情報を完全に消去

することは構造的に難しい。インターネットの利用

者が増え，アクセス数が100万を超えるサイトが登場

し，ネットにおける情報発信がマスメディアの報道

にまで影響を及ぼすようになると，この記録・保存

の強化はますます進む。匿名掲示板「 2 ちゃんねる」

の書き込みを発端として裁判に発展し，書き込んだ

本人だけでなく，掲示板の管理者側も法的責任が問

われた9）。このことを踏まえ， 2 ちゃんねるは訴訟

対策としてユーザーの IP アドレス記録を始めた。こ

の変化は，「掲示板の匿名性が仮名性に変わらざるを

えないことを意味して」おり，「 2 ちゃんねるの変化

あるいは消失は，日本のインターネットにとってき

わめて大きな事件」であった（東，2003c: 309）。こ

れまで，どのような記事を観覧し，どんな本を購入

したかといった情報が，記録され誰かに知られる機

会はほとんどなかった。インターネットにより，個

人情報が大量に記録・保存され，公開または私企業

によって保有・観覧可能な状況が生まれた。これは，

「受動的な顕名性，すなわち，自分の意志とは関係な

く勝手に名前が奪われる」環境の誕生を意味する

（東，2003c: 311-312）。東は，この個人の発信が保

存・記録されるインターネットの特性が強化される

ことにより，「表現の匿名性」とは異なる「存在の匿

名性」（「受動的な匿名性」ともいう）という新たな

問題が立ち現れたと論じた。

（2）．�インターネットが与える「無限」の選択肢と
奪われる「自由」

　レッシグのフィルタリングの議論を踏まえ，東は，

表現規制に留まらずフィルタリングはあらゆる分野

に応用されうるアーキテクチャであり，情報社会に

よって飽和した選択肢を狭めるため，多様な規範意

識から逃れるために使われ，結果的にフィルタリン

グ に 依 存 し て い く 可 能 性 を 示 唆 し た（ 東，

2002b: 276）。さらに，サンスティーンがインターネ

ット上におけるユーザー側の「主体的」な選択が集

団分極化を生む懸念を示したのに対し，東はインタ

ーネットの設計もこの分極化を後押しすると指摘す

る。フィルタリングというアーキテクチャがインタ

ーネットのあらゆるところに実装されると，ユーザ
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ーの意志に関わらず，自らの趣味趣向に合わない選

択肢は見えなくなる。つまりインターネット空間に

おいては個々のユーザーにとって存在しないように

「見える」ため，アクセスの機会を奪われたことに気

づくことさえ難しくなると指摘する。加えて，当時

の日本の情報社会論にも批判を加えている。インタ

ーネット上の痕跡を通じて得られる個人の情報を分

析することにより，情報がフィルタリングして届け

られ，「環境がユーザーの嗜好を先取りし，選択肢を

絞り込み，面倒な雑務を代替してくれる世界」とな

っていくとき，これは「消費者の自由を拡大すると

いうよりも，むしろ『自由からの逃走』を支援する

サービスなのだ。言い換えれば，消費者を『動物化』

し，画一化するサービス」（東，2003d: 288）なので

はないか。インターネットという新たなシステムに

よって広がった選択肢や可能性を，主体的で能動的

に使いこなす個人を情報社会論は想定しているが，

それは本当に可能なのかと東は問いかける。

（3）．�個人データが「資産」や「サービス」となる
予見

　プラットフォーム研究ほど具体的ではないものの，

2000年代半ばの「ised」では，個人情報のサービス

化も議論されている。設計研では，ユーザーがサイ

トやアプリ上で使ったデータや個人情報が収集され，

それらのデータが重要な資産となり，ビジネスにお

ける利益，新たなビジネスチャンスとなりうると指

摘されている（東・濱野編，2010a: 158; 東・濱野編，

2010b: 322）10）。また，当時100万ユーザーを超えて

いた mixi のサービスを例に挙げ，インターネットの

サービス上でユーザーが生み出す資産について議論

されている。一私企業のサービスであっても，そこ

で共有される情報の影響力は大きく，公共性が求め

られるのではないか。また，多くの人が利用するこ

とでサービスが生み出す付加価値が大きくなり，ユ

ーザー同士のコミュニケーションから新たな文化生

産や情報が生み出される（東・濱野編，2010b: 313）。

辻大介が，「個人情報を引き渡すことからベネフィッ

トが引き出せる。したがって，知られること自体が

問題なのではなく，それをどう利用されるのかとい

う側面が，そもそも問題だ」（東・濱野編，2010b: 346）

と言うように，資産や価値は一体誰のものでどのよ

うに利用されるべきなのかということが新たな論点

となっていた。

（4）．「環境管理型権力」の誕生
　東は「情報自由論」において，フーコーに対する

ドゥルーズの議論を引用しながら，インターネット

がもたらす情報社会化は，新たな権力を生み出すと

述べる。近代初期の管理型権力が匿名的で統計的な

「群れ」の統御を行ったのに対し，規律訓練型権力は，

学校や工場のような環境を通じて「個人」に規範を

内面化させた。だが，インターネットの普及によっ

て可能となった「整備された情報環境と巨大なデー

タベース」に基づいた「環境管理型権力」は，「統計

的であるにもかかわらず，しかし記名的で個別的な

権力，本論の言葉で言えば，情報管理の枠内でのみ

多様性や自由を許容する権力」（東，2003a: 317-318）

である。人々に規範を内面化するために「監禁」し

「訓練」する環境が必要だった規律訓練型権力に比べ，

インターネットによって個人の位置や行動が記録さ

れ，集約する監視システムを作り上げることができ

る。強制型や規律訓練型と異なり「住人のいかなる

自己監視（視線の内面化）も必要としない」点でこ

れまでの権力と大きく異なる（東，2002a: 258）。強

制や訓練によってではなく，ウィニーや Google のよ

うなアーキテクチャが生み出した環境により，無意

識の内にその構築・強化に参加・貢献する。そして，

Amazon のフィルタリング技術によるおすすめ機能

のように，無意識のうちに提供した個人情報から作

り上げられた環境の中でのみ，選択する多様性や自

由を享受する。

　人々の生活がどのように変化しうるか，そこに新

たな技術がどのように影響しうるかといったアーキ

テクチャ論の視点は，英米圏のプラットフォーム研

究にも共通してみられる。「存在の匿名性」の指摘は，

プラットフォーム研究の初期から議論されてきたデ

ジタル市民権の問題意識と共通しており，どちらも
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フィルタリングの問題を早くから議論している。ま

た，個人データの資産化にも注目する点も共通する。

現在，社会の基礎構造にインターネットがより深く

組み込まれており，東やギャロウェイ，ロングフォ

ードらが指摘した新たな権力によるコントロールの

避けがたさは当時よりも説得力を増している。アー

キテクチャ論は，その当時の現状に対して優れた洞

察を行い，現在のプラットフォームをめぐる問題に

も通じる重要な論点を提示したといえよう。

4 ．アーキテクチャ論が残した課題とその背景

　現在のインターネットの状況にも通じる重要な論

点をアーキテクチャ論は提示したが，2010年代以降

に，これらの論点を土台とした研究が積み重ねられ

てきたとは言い難い。本章では，2000年代のアーキ

テクチャ論が残した課題を整理した上で，そのよう

な状況に至った背景についても考察を加えたい。

4 - 1 ．アーキテクチャ論が残した課題
（1）．技術進化への期待
　2000年代のプラットフォーム研究と同様，アーキ

テクチャ論にもコーディングやプログラミングなど

の設計技術がもたらす変化への期待があった。例え

ば，「ised」の 設計研では，オープンソースやソフ

トウェア開発過程の事例を挙げ，市場競争やオープ

ンな技術競争による環境改善への期待や可能性が語

られ，設計を競争によって改善していくことによる，

文化や環境の「再定義可能性（ルールの書き換え可

能性が担保されている）」という強みが強調され

た11）。また，ユーザーの意見を取り入れるアーキテ

クチャ開発の事例も紹介され，単なるユーザーから

メディア制作に参加するプロシューマー（プロデュ

ーサー兼コンシューマー）時代の到来を予期した。こ

れらの楽観論に対して，東は批判的な視点でコメン

トすることも多かったが，2000年代後半には，より

技術へ期待する方向に舵を切っていく12）。東は『一

般意志2.0』（2011）の中で，ルソーの一般意志概念

は，個人の意志の総和や政府の意志ではなく，「差異

の和」あるいはベクトルの和として現れる数学的な

集合知だと説明する13）。ルソーがこれを構想した時

代には，数学的に集合知を捉えることは不可能だっ

たが，人々がインターネット上に多くの意見や個人

情報を表出することで，集合知として捉えることが

可能になった。公開された個人の意見や位置情報を

収集し分析するのであれば，法的にも倫理的にも問

題がない。これら一つ一つは不完全で断片的なデー

タであっても「何万，何十万と集まればまったく異

なった性格」となる，つまり集合的な一般意志とし

て捉えることができ，「大衆の欲望についてじつに多

くのことを知ることができるようになる」と，技術

に期待を寄せた14）。東の『一般意志2.0』と並んで，

2000年代後半のアーキテクチャ論で重要なのは，濱

野智史の『アーキテクチャの生態系』（2008）であろ

う。この中で濱野は，以下のようにアーキテクチャ

について述べる。Google は「ユーザーがアプリケー

ションを利用することによって，副次的にユーザー

のデータを収集し，アプリケーションの価値が高ま

る仕組み」を作り出し，ここには「協力の倫理が織

り込まれて」おり，「無意識のうちに人を『貢献』さ

せるという点で，アーキテクチャの特性を的確に捉

えたもの」（濱野，2008: 43-44）とみなす。このよう

に，ユーザーの無意識の協力と貢献が促されること

を，優れたアーキテクチャとして評価した。ただ，こ

うした期待に対して2010年代に批判的振り返りや技

術普及がもたらした弊害への検討が十分に行われな

かった点がプラットフォーム研究との違いである。

（2）．市場の論理に対する批判の弱さ
　アーキテクチャ論は，技術を使いこなす個人に信

頼を寄せ，競争によってより良いアーキテクチャを

生み出し情報環境が改善されていくことを期待した。

ここでの競争は主に市場原理の下による競争であり，

市場からの評価によって技術やサービスが改善され

ていく期待であった。一方で，市場主義的視点でア

ーキテクチャが設計され利用されることへの懸念は

希薄であった。ただ，技術的な能力により格差が生

まれる危惧や私企業のサービスが公共性を持つこと
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への影響が全く論じられなかったわけではない。

「ised」の倫理研では，公共性の侵害，または人々の

私的領域の侵害，個人の主体性が脅かされることへ

の懸念が議論された。だが，それらの問題を生じさ

せる構造，特にインターネットのサービスにおける

具体的な収益構造，情報環境が社会への影響力を増

していく中で，新たな権力がどのように機能するか

といった議論が十分だったとは言えない。つまり，環

境変化による不安や危機感は表出されたものの，ア

ーキテクチャを開発し運用する側の企業の商業性や，

一企業が巨大な力を持ち，政治的に利用される可能

性を十分に想定して議論されていたわけではない。

（3）．情報環境の変化と社会制度設計の責任
　公共的役割や社会の制度設計における責任の問題

も，アーキテクチャ論が残した課題として挙げられ

る。「ised」の倫理研では，インターネットの世界に

おいて，今までの法制度や民主主義の方法論が通用

するのかという懸念が示された。これまでの制度が

インターネットの世界で同様に機能するのか，イン

ターネットで十分に機能するためのアーキテクチャ

やコードの設計を考えるべきなのではないかという

ことが議論され，これまでの法や民主主義の歴史か

ら学びつつ，どのように新たなインターネットメデ

ィアに実装していくのかを考える必要性が提起され

た（東・濱野編，2010b: 108）。また，情報社会化に

よって言説やリスクが可視化されやすくなり，プラ

イベートな空間とパブリックな空間の切り分けが難

しくなっていくことによって起こる問題についても

議論された（東・濱野編，2010b: 200）。

　一方，設計研では，インターネットのアーキテク

チャが社会制度にもたらす貢献について，技術的に

可能か，市場に評価されるか，が主として論じられ，

楠正憲や東は疑問を投げかけた。楠は，ソフトウェ

ア開発に市場主義の論理が機能するとしても，社会

制度で同様に機能するのかと問いかけた。設計通り

になるという予測可能性が前提とされているが，大

企業だけでなく海外のベンチャー企業，個人，テロ

リストといった存在が複雑に絡み合う状況で，予測

できるものは目減りしていく。こうした環境下で情

報倫理をめぐる社会的合意を取り付けるのは実質不

可能なのではないか（東・濱野編，2010a: 158-161）15）。

東は，設計研の参加者たちが，何十年という単位で

未来の設計の可能性を議論すると謳う一方で，「目的

設定は他の誰かがやってくれる。誰かがポンとシー

ズ（種）を投げてくれる。設計研はその上で，その

種が環境上でどう展開していくのかという環境設定

の議論だけをする」傾向があると批判した（東・濱

野編，2010a: 363-364）。楠は，設計が可能だと仮定

しても，「環境管理型権力における設計者や設計思想

の正当性」をどうするのか，つまりどのように設計

する側の正当性を検証していくのかの議論がなされ

ていないと指摘した（東・濱野編，2010a: 113）。「ised」

は，社会学やメディア，法学などの社会科学系の研

究者による「倫理研」と，プログラミングや IT 開

発の研究やサービス運営者による「設計研」の 2 つ

のパースペクティブから，2000年代当時のインター

ネットをめぐる課題について議論した点で優れたプ

ロジェクトだった。だが，設計研と倫理研で行われ

た議論は，時折互いの研究グループを気にかけた，ま

たは批判する発言は見られるものの，互いの研究グ

ループで出された論点を十分に振り返り，それぞれ

の議論に生かそうする動きはほとんど見られない点

で課題が残った16）。

　インターネットが生み出す新たな環境に合わせた

社会制度の再構築の必要性が指摘された一方で，そ

の問いの共有や掘り下げが十分に行われないという

課題は，アーキテクチャ論全体をとおしてみられる。

飯田は，濱野や東らのアーキテクチャ論では，多様

なアーキテクチャの在り方を適切に捉えることで社

会設計に活かせる可能性を示唆する一方で，「誰が社

会設計を担うのか」は十分に議論されてこなかった

と批判する（飯田，2010）。濱野は環境設計に対する

リテラシーを高める必要性について指摘はするもの

の，集合的無意識によって創造・修正されることが

期待されるアーキテクチャにおいて，意識的にリテ

ラシーを高めていく困難性に対して十分に応えては
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いない（飯田，2016）17）。

　アーキテクチャ論は新たな情報環境の変化で生じ

る多くの論点を提示した点では十分な結果を残した

といえるが，2010年代以降にプラットフォーム研究

が行ったような批判的振り返りや，変化によって生

じた課題に対して，継続的に研究を積み上げるには

至らなかった。法学などの一部の分野を除けば，日

本の現代的な課題に対する具体的なアプローチは，

英米圏のプラットフォーム研究の成果と比べると非

常に限定的であると言わざるを得ない。

4 - 2 ．�日本の独自の「生態系」と議論のガラパゴ
ス化

　2000年代のアーキテクチャ論が提示した論点や当

時の状況の観察眼は優れたものであったが，それら

の論点を踏まえた具体的な研究が限定的であったこ

と，その後の2010年代にそうした論点が引き継がれ

なかったことを課題としてあげてきた。第 2 章で論

じたように，日本のプラットフォーム研究は，英米

圏の議論の受容を含め大きな構造を捉えきれておら

ず，実証的な研究も十分でない点が課題である。こ

うした継続性の欠如や研究の多様性が見られない状

況について，日本のインターネットを巡るメディア

研究の環境から考察してみたい。

　2000年代半ばに，設計と倫理の両側面から重要な

論点を示唆していた東らが中心になった「ised」の

研究プログラムは，実験的な学術的取り組みであっ

た。研究会のメンバーには，インターネットサービ

スの実践者や経営者，プログラミングの専門家，若

手論客，社会学者やメディア研究者らが参加し，イ

ンターネットのサービスや設計の専門的知見と社会

科学分野の知見，両方を共有しようとしており，民

間企業の知見も取り入れ，現代的な課題を追う試み

であった。2000年代のアーキテクチャ論は，英米圏

の議論も取り入れながら，日本独自の状況や特性を

見出そうと模索していたようにみえる。例えば，オ

ライリーの『Web 2.0』の指摘を踏まえ，今後，個人

データが大きなビジネスや価値を生むことについて

視点が向けられており，環境管理型権力が示した論

点は，同時期にプラットフォーム研究でも同様の視

点で論じられている。また，アーキテクチャ論が扱

う課題を，日本の経営学がプラットフォームビジネ

スの観点から研究していることも指摘されている

（東・濱野編，2010b: 318）。2000年代半ばまでは，英

米圏での議論を把握し，日本の課題や特性と紐づけ

て問題を掘り下げる傾向も見られたのに対し，2000

年代後半の議論はより日本国内に集中していくこと

になる。

　濱野（2008）は，日本にはアメリカとは違う独自

のアーキテクチャによって形成された「生態系」が

あるとし，それを理解することの重要性を説いた。濱

野は，「グーグルは決して人々の知識を『統合』し，

シンプルな『課題』に還元しようとするわけではな

く，ただ人々の検索行動をトレースしているに留ま

るという点で，『中央政府』よりは『市場』に近い」

とみなし，「インターネットが自由で多様な生態系で

あるからこそ，この日本という場所には，『反理想

的』ともいえるようなアーキテクチャが自然発生し

てしまう」と述べる（331-331）。日本におけるウェ

ブやソーシャルメディアについて考える際，「生態

系」や「自然成長性」といった認識モデルを把握す

るために， 2 ちゃんねるなどの「反理想的」なアー

キテクチャも含めて考えるべきだと主張する。イン

ターネットという技術がアメリカから輸入されたイ

ンフラであるからといって，それをそのまま「移植」

しても，アメリカ社会のように変わることはあり得

ず，むしろ日本社会の特質とアーキテクチャが適応

することで，生態系が出来上がると捉える。経済的

に大きなインパクトを持つ Google に比べれば，日本

のウェブの生態系は相対的に「弱い」ともいえるが，

「グーグルが唯一の解というわけではない。むしろ日

本では，グーグル以外の解を模索しうるという点で，

別の進化の道が開けている」（濱野，2008: 331）とし，

日本に独自のウェブ生態系を見出し，そこからの進

化を見出そうとした。東（2011）は，インターフェ

イスやソフトウェアの設計思想（アーキテクチャ）

が，コミュニケーションの形式や量に影響を与え，特
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に日本においては，ニコニコ動画， 2 ちゃんねる，

mixi，Twitter などにそれぞれ独自の交流の形式が

あり，それぞれの環境の特性を考慮して分析する必

要があると述べる（東，2011: 123-124）。Google や

Twitter などグローバル企業のサービスを考慮に入

れつつも，充実した日本独自のサービスがあり，そ

れらが複合的に影響しあうことで独自の環境が構築

されているとみなす。このように，日本独自のイン

ターネットサービス環境が築かれることを肯定的に

捉え，むしろガラパゴスな日本の状況から「進化の

道」を見出していこうとした（濱野，2008: 329- 

331）18）。2000年代当時，影響力を拡大していた

Google などの企業は，新興企業であり，グローバル

の寡占も限定的で，日本独自のサービスが次々と生

まれ，国内での開発に期待が持てる状況でもあった。

こうした状況も加味すれば，当時の日本のサービス

環境に対するアーキテクチャ論の評価や考察はある

程度妥当性を持っていたのであろう。だが，こうし

た日本独自の環境へのこだわりは，アーキテクチャ

論の議論そのものの閉鎖性を強めてしまったのでは

ないか。

おわりに

　本稿では，インターネットの普及とともに，2000

年代から英米圏のプラットフォーム研究が立ち上が

り，重要な論点と可能性を示され，2010年代には，批

判的振り返りを経た上で，プラットフォームが持つ

権力性を指摘し，学際的なアプローチをとおして，そ

の構造や特性を明らかにしようと試みていることを

示した。その上で，2000年代のアーキテクチャ論が，

同時代のプラットフォーム研究と共通の視点を持ち，

日本の情報環境の観察から優れた論点や視点を導出

してきたことも明らかにした。だが，第 4 章で指摘

したように，アーキテクチャ論が残した課題が，2010

年代に継続的に議論されず，具体的な分析の積み上

げも不十分であり，日本の情報環境を考慮したプラ

ットフォーム研究が充実しているとも言い難い状況

である。

　現時点からの「振り返り」を，現在の日本のプラ

ットフォーム研究の議論へと有機的につなげていく

ためには，議論が展開された背景を踏まえ，具体的

な分析を重ねる必要がある。日本のインターネット

の環境は，濱野が指摘した2000年代ほどではないが，

現在も独自性を持つ。2010年代以降はグローバルな

プラットフォームの進出が進むが，2000年代に登場

し広がった日本のネット企業が提供するサービスに

よる寡占が続く分野もある。例えば，ニュースプラ

ットフォームの分野では，日本企業であるヤフーが

運営するヤフーニュースが，大きなシェアを維持し

ている。なぜGoogleニュースではなくヤフーニュー

スが主流となったのかは，プラットフォーム企業間

の競争だけでなく，日本のマスメディアの状況，日

本のインターネット市場の独自の発展やその文脈を

追う必要があろう。今後，日本において「プラット

フォーム」に対する研究を深めていくためには，英

米圏のプラットフォームの潮流を的確にとらえた上

で，日本独自の環境や文脈を理解し，議論を進めて

いくことが要といえる。

注
1 ）  南カリフォルニア大学のコミュニケーション研

究の学術誌International Journal of Communication
でも，ここ数年で「欧州におけるデジタルプラッ
トフォームとデジタルテレビの動向と展望」

（2021），「デジタル資本主義における労働者の抵
抗」（2023）などの特集が組まれ，プラットフォー
ムが分析対象となる論文が多く掲載されている。
また，カルチュラルスタディーズの学術誌でもプ
ラットフォームに関する論文が見られるようにな
っている。

2 ）  現在，FTC の委員長を務めるリナ・カーン（Lina 
Khan）氏は，Amazon がプラットフォーム企業の
権力を行使することで商取引を歪めてきたことを
消費者法の観点から批判してきた（Khan, 2017）。

3 ）  総務省「平成15年 通信利用動向調査」より。
4 ）  2003年 3 月 4 日，Google は自動化されたターゲ

英米圏のプラットフォーム研究の趨勢とガラパゴス化する日本の議論（松村菜摘子）



30

ッティング広告サービス（後の Google アドセン
ス）を開発したと発表した。

5 ）  MIT の「Platform Studies」シリーズの第 1 作
目となったモンフォート（Montfort）とボゴスト

（Bogost）による研究は，アタリ社が1977年に発
売開始した家庭用ゲーム機「Atari」を研究対象に
し（Montfort and Bogost, 2009），任天堂のバーチ
ャルボーイ（Boyer, 2009）やセガのドリームキャ
スト（Montfort and Consalvo,2012）も研究されて
きた。

6 ）  本書は学生向けの入門書として書かれた側面が
あり，身近な例やわかりやすい構成が採用されて
いるのであろう。ただ，構造的権力性を十分に説
明せず，グローバルなプラットフォームの事例と
日本の事例を並列に並べることは，むしろプラッ
トフォームの現状に対する学生の理解を妨げるの
ではないか。

7 ）  石田ら（2022）は，配送アプリサービス下での
配送人や運転手は，契約上は個人事業主であるが，
実態としてはプラットフォーム事業者に使われる

「労働者」である現状を，各国の法令やその判決の
検証をとおして指摘する。プラットフォーム企業
が新たなビジネス形態を生み出すのに伴い，契約
トラブルや労働環境の悪化など具体的な課題に対
応する必要があり，海外の事例を参照し，継続的
に議論を積み重ねてきた。

8 ）  レッシグは「コード」や「アーキテクチャ」と
いう言葉を好んで使い，ギャロウェイは，レッシ
グの言うコードをプロトコルという用語に置き換
え，インターネットのアーキテクチャの政治的側
面を強調しようとしている（Longford, 2005）。
2000年代にプラットフォーム企業が市場を寡占し
ていくなかで，「プラットフォーム」という言葉が
定着していったと思われる。

9 ）  2 ちゃんねる「ペット大好き板」事件（東京地
裁判決　2002年 6 月26日）

10）  楠は，オライリー（2005）の主張を引用し，イ
ンターネット上のユーザーデータの資産化を議論
しており，同時期の英米圏の議論を参照していた
ことがわかる。

11）  また，人文系オープンソースと評された「はて
な」の事例を取り上げ，プログラミング技術がな

いユーザーであっても，サイトの設計に参加する
仕組み構築の可能性が語られた（東・濱野編2010b: 
128-131）。

12）  2000年代初頭，東は，「自由からの逃走」を促す
サービスの批判的な面を強調していたが，2000年
代半ばには，インターネットでの情報量が膨大に
なることで，「認知限界」を引き起こし，人は情報
を取捨選択し与えてくれるサービスに依存せざる
を得なくなる，個人情報の提供を拒否することが
さらに難しくなると観察するようになる。その後，

『一般意志2.0』（2011）では，アーキテクチャは社
会設計を必然的に変えていくものとみなしている。

13）  東は以下のようにルソーの一般意志を解釈する。
特殊意志は方向，つまりベクトルであるが，全体
意志はスカラーの和（物理量の和）にすぎない。全
体意志は方向を消してしまうが，個別の特殊意志
では向く方向はバラバラである。「他方でルソーは，
一般意志を，そのような方向の差異をきちんと相
殺した，別種の和として捉えようとした。『差異の
和』とは，スカラーの和ではなくベクトルの和を
意味するのだと理解すれば，ルソーの記述にはな
にも曖昧で神秘的なところはない」（東，2011: 50-
51）。

14）  こうした期待は「ised」の倫理研でも見られた。
例えば，インターネット上における情報管理にお
いて，情報が一つに集約されず，分散して管理さ
れる制度設計，営利や権力の影響を受けない「第
三者機関」の必要性が議論され，この分散化を可
能にする設計や技術開発に期待が寄せられた（東・
濱野編 2010b: 346）。

15）  井庭崇も，ソフトウェア開発で環境の変数が何
度でも再定義可能だとしても，現実の社会では変
数を変えて再定義するのは可能なのかと疑問を呈
している（東・濱野編，2010a: 120-122）。

16）  倫理研の社会制度への影響や公共性の危機に関
する意見に対し，設計研では，現在は問題となっ
ていることも，数百年のスパンで考えれば，情報
社会のシステムは安定化していくのではないかと
捉え，もっと長期的な視野でアーキテクチャや環
境の変化を捉えることが重要だと論じている（東・
濱野編，2010a: 200-204）。

17）  荻上（2007）は，サンスティーンのサイバーカ
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スケードの理論を引きながら，日本におけるウェ
ブ炎上の事例を分析している。濱野（2008）は，荻
上の試みを，アーキテクチャの「生態系の『法則』
を理解し，ウェブと適切につき合っていくための

『知恵』や『リテラシー』を導こうとして」（311-
313）いると高く評価したが，その後インターネッ
ト上の「炎上」をめぐる研究が活性化したかとい
えばそうではない。

18）  アメリカの卓越さを認めつつも，日本の独自性
に期待する主張は他にもみられる。梅田（2006）
は，業界構造を転換させた Google を評価し，ヤフ
ーや楽天を旧来型のビジネスだと批判しながらも，
日本のベンチャー企業が「プラットフォーム」と
なる未来に期待を寄せた。
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Currents of Platform Studies in Anglo-American Regions and 
the Distinctive Development of Discussion in Japan: 

Re-examining “Architecture” in the 2000s

MATSUMURA Natsukoⅰ

Abstract : “Platforms,” which are massive Internet services with expansive user bases, are increasingly 

establishing themselves as fundamental elements for accessing information, services, and products. On the 

other hand, platform companies are facing growing criticism for their market monopolization and privacy 

violations. Precisely grasping the transformations and repercussions of “platforms” stands as a central and 

pivotal subject in the field of contemporary media studies. Firstly, this paper delves into the issues posed 

by platform studies in Anglo-American regions, spanning the period from the 2000s to the 2010s. Based 

on a critical review of early discussions in Anglo-American regions, these studies take an approach of 

exploring the current issues from an interdisciplinary research perspective, focusing on the nature of 

power wielded by “platforms.” These multidisciplinary approaches play a crucial role in contributing to 

the revelation of the intricate structure of platforms, providing valuable insights into their complexity. 

Secondly, in consideration of the findings from the analysis above, I focused on the discussion surrounding 

“architecture”, which emerged in the 2000s as a debate over the Internet in Japan. Although these 

discussions presented an important argument that also pertained to platform research, I found that the 

discussion was not sufficiently continued after the 2010s, and that there was a lack of accumulation of 

concrete research. In order to enhance platform research within the Japanese context, it is imperative to 

conduct research that takes into account the unique features of the research and information environment 

in Japan, with a focus on exploring connections with platform research in the Anglo-American region.
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